
《取組例：家庭支援スタッフ訪問事業》

次世代育成支援人材養成事業等により養成された人材（スタッフ）を、本事業の実施拠点等に登録し、運営責任者が支援
を受ける親との面談を通じて、スタッフを子育て家庭へ継続的に派遣し、親の話の傾聴や育児・家事を一緒に行うことで、育
児期における孤立感を軽減するとともに、育児不安の解消等を図る取り組みを実施する。

子育て家庭 子育て家庭 子育て家庭

育児期における孤立感の軽減、育児不安の解消、虐待の防止の効果 等

次世代育成支援人材養成事業

※子育て支援に従事する者を養成する事業
（平成２１年度より次世代育成支援対策交付金
により実施）

事業の実施拠点 （スタッフの登録、コーディネイト業務）

人材（スタッフ）の登録

派遣相談

児童の福祉に熱意のある者

派遣 派遣相談 相談

親の育児の悩みを傾聴 子どもとの遊び 一緒に家事を行う

子どもと一緒に遊び、
親と一緒に悩み、

専門家とは違った目
線で問題解決に向け
て援助する
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放課後児童クラブと放課後子ども教室の連携を促進し、「放課後子どもプラン」の一層の推進を図るため、各小学校区に
おける連携調整に必要な経費（「連携マネージャー（仮称）」の配置や、遊具、教材などの物品等の購入にかかる経費）の補
助を行う。

《取組例：放課後子どもプラン連携促進事業》

連携マネージャー

小学校区

クラブ利用の保護者
への説明会

各学区の児童館、公民館、
福祉団体との調整

ミーティングの開催

連携マネージャー
（各小学校区毎に配置）

小学校区

放課後児童クラブ

立上げ時の支援
連携の促進

放課後子ども教室

コーディネーター
※複数小学校区を担当（文部科学省予算）

連携マネージャー

小学校区

連携マネージャー

小学校区

連携マネージャー

小学校区
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①地方医師会との連携強化 ②離職等した看護師の再教育

病児保育を実施するうえで、地方医師会の理解
と協力が得られるよう、研修・啓発活動を実施

いったん離職等した看護師で、医療機関勤務は
困難であるが、再教育することで、病児保育施設
の職員として再就労することができるよう研修・啓
発活動を実施

③人材バンクへの登録

病児保育の趣旨に賛同し事業協力することを意思表示した医師、看護師について、担当する事業区域や
対応可能日時等をリスト化し、各市町村（実施施設）へ情報提供する。

登録 登録

市町村（実施施設）

情報提供

新規施設立ち上げ時の協力医師の確保、事業実施後の看護師の確保に役立てることで、事業の実施促進及び
安定的な事業運営を図る。

《取組例：病児・病後児保育事業に携わる人材を確保するなど、病気の子どもを預かる社会基盤を
促進するための支援》
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ファミリー・サポート・センター事業においては、平成２１年度から、病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急時の預かりなど
のモデル事業（病児・緊急対応強化モデル事業）を行っているところである。これに加え、今般、都道府県の主導による、広域で
のファミリー・サポート・センター事業の実施や、病児・緊急対応強化モデル事業の実施を促進するための取組を行う。

《取組例》ファミリー・サポート・センター事業の広域実施や病児・病後児預かり等の実施の促進

○新たな都道府県事業
①ファミリー・サポート・センター事業（病児・緊急預か
り対応基盤整備事業を含む）の広域実施の調整
②サービス提供者育成のための講習会の開催
③医療機関等の関係機関とのネットワーク形成のた
めの連携会議の開催

○相互援助活動の例
・保育施設までの送迎を行う。
・保育施設の開始前や終了後又は学校の放課後、
子どもを預かる。
・保護者の病気や急用等の場合に子どもを預かる。
・冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の際、子ども
を預かる。
・買い物等外出の際、子どもを預かる。
・病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急預かり
対応（平成２１年度から）

○実施市区町村（平成２０年度）
・５７９市区町村

○会員数（※平成１８年度末現在）
・援助を受けたい会員 ２２３，６３８人
・援助を行いたい会員 ８３，８３６人
・両方会員 ２９，９４８人

ファミリー・サポート・センター
〔相互援助組織〕

アドバイザー

援助を行い
たい会員

援助を受け
たい会員

援助の
申し入れ 援助の

打診

市町村 市町村

連携

都 道 府 県

①広域実施の調整
②講習会

の開催

関係機関
（医療機関等）

③連携会議

ネットワークの
形成

②講習会

の開催

※ ファミリー・サポート・センター事業は、乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者
や主婦等を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うこと
を希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う。
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医療機関

核家族化や地域コミニュティの減尐等を背景に親等から妊婦への出産や育児などに関する情報等の伝達不足などにより、
出産・育児に対する不安が増加

背 景

妊 婦

妊婦等
支援教室

(市町村保健セ
ンター等で実施)

育児
経験者

中高校生・
大学生

１４回程度受診
妊
婦
健
康
診
査

訪

問

アドバイス

ふれあい体験

受 診

（妊婦等支援教室の実施内容）
・妊婦と育児経験者による、妊娠・出産・育児に関する情報交換
・妊産婦に優しい環境づくりを考える、妊婦や育児経験者と学生との交流

妊 婦

学 校

（対象）
・妊娠届出済妊婦で、
妊婦健康診査を受
診していない妊婦
・妊娠届未届妊婦

参加

《取組例：妊娠出産前支援事業》

妊婦等を集めた「妊婦等支援教室」の開催を通じて、育児経験者等との交流を行い出産・育児に対する不安の解消を図る。
また、妊婦健診未受診の妊婦等に対して、妊婦健診を受診するよう促すため家庭を訪問する。

事業内容

市 町 村-
8
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①賃借料（礼金を含む）の補助

②改修費及び開設準備経費の補助

ＮＰＯ法人等の多様な実施主体による取組を促進するため、空き店舗等を活用して事業実施する場合の、
賃借料等の補助を実施。
【地域子育て支援拠点、放課後児童クラブ、一時預かり事業、慢性疾患児家族宿泊施設、家庭支援スタッフ訪問事業】

ＮＰＯ法人等の多様な実施主体による取組を促進するため、空き店舗等を活用して事業実施する場合の、
改修費等の補助を実施。
【地域子育て支援拠点、放課後児童クラブ、一時預かり事業、慢性疾患児家族宿泊施設、家庭支援スタッフ訪問事業】

感染症対策の一環として、空調設備や自動ドアの設置することで、安心・安定的な体制での事業運営を図る。
【病児・病後児保育施設（病院・診療所併設型）】

《取組例：賃借物件により新たに地域子育て支援拠点事業や放課後児童健全育成事業等を実施
するための賃借料等の支援、病児・病後児保育事業に係る感染症対策等に必要な備品等の支援》

③病児・病後児保育施設の感染症対策等に必要な備品等の補助

＊既存の地域子育て支援拠点の改修費については、「社会的養護入所児等の生活向上のための設備整備等による環境改善」により対応。
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① 地域子育て支援を行うＮＰＯ等の活動立ち上げ支援

・会計知識や法務知識の技術的サポート

・活動場所の提供 など

② 地域におけるきめ細やかな活動支援

・子育てボランティアやリーダーの養成

・子育てボランティア間の交流 など

②‘次世代育成支援人材養成事業（ソフト交付金）

③ 賃借物件により新たに地域子育て支援拠点施設

を実施するための支援

・空き店舗を活用した地域子育て支援拠点の整備

・設備の改修、初度備品費 など

地
域
子
育
て
支
援
拠
点
施
設

（本
格
実
施
）

地域子育て創生事業の活用例①

ステップ１

ステップ３

ステップ２

Ｈ２１年度

Ｈ２２年度

Ｈ２２年度

Ｈ２３年度

複数の地域子育て創生事業を段階的に実施することで、
新たな子育て支援事業を創設することを目的とする。
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① 妊娠出産前支援事業

・妊婦等支援教室の開催

・妊婦健診を促すための家庭訪問 など

② 乳児家庭全戸訪問事業（ソフト交付金）

・生後４か月までの乳児のいる家庭への

全戸訪問

・育児に関する不安や悩みの傾聴、相談

・子育て支援に関する情報提供

・乳児と保護者の心身の様子や養育環境

の把握 など

③ 家庭支援スタッフ訪問事業

・育児に悩みのある親の話の傾聴

・育児や家事を協働して行う支援 など

○ 養育支援訪問事業（ソフト交付金）

・養育支援が特に必要な妊婦や家庭

に対する相談、指導、助言

妊
娠
期
・乳
児
期
・幼
児
期
に
お
け
る

一
貫
し
た
育
児
支
援
の
定
着

地域子育て創生事業の活用例②

ステージ１

ステージ３

ステージ２

妊娠期

乳児期

幼児期

地域子育て創生事業と既存の国庫補助事業（ソフト交付
金）を組み合わせ、補完関係を構築することで、一貫した
支援の定着を図る。

別ステージ
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地域子育て創生事業の活用例③（総合的な放課後児童対策）

新待機児童ゼロ作戦、放課後子どもプランの着実な推進
放課後児童クラブの設置促進、サービスの質の確保

空き教室が無く、
クラブの実施場所

が無い
大規模クラブ解
消のために分割

が必要

クラブの指導員の
人材確保が困難 指導員に有資格者

がいない

賃借物件により新たに放課後児
童クラブを実施するための支援
・賃借料等の補助
・開設準備経費の補助 など

放課後子ども教室の
未設置学区が多く、
放課後子どもプラン

の実施に遅れ

放課後児童クラブの指導員の資
質向上のための支援
・資質向上、人材育成のための研修
など

放課後児童クラブと放課後子ども
教室の連携を促進するための支
援（放課後子どもプラン連携促進
事業）
・放課後子ども教室立ち上げ時の
支援や連携調整に必要な経費など
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○ 子どもとともに親も成長する充実感、子育ての本当の楽しさを実感
できるような子育て支援が必要

○ 子育て支援は地域が支えることが重要。・・・ＮＰＯなどの市民団体
や、・・・地域住民など、多様な主体が担い手となって、地域全体が子
育てに関われるような支援、子育て家庭のリスクにもきめ細やかに
対応できるような地域のネットワークが必要。

○ 担い手の育成という視点も含め多様な主体の参画に向けた検討が
なされるべき。

○ 親自身がやがて支援者側に回れるような循環を地域に生み出す環
境作りが必要。

○ 子育て支援は、すべての家庭を対象に、・・・子育てが孤立化しない
ように、子ども自身と親の成長に寄り添う形で支援することが重要。

社会保障国民会議中間報告（平成20年6月19日）の抜粋参考
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